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はじめに 

産業革命以降、科学技術は目覚ましい発展を遂げ、人々の生活は豊かになったが、

気候変動、海洋汚染、生物多様性の損失等、地球環境に大きな負荷をかけている。こ

うした環境をめぐる危機的状況に鑑み、２０１５年に持続可能な社会づくりに向け

「持続可能な開発目標、ＳＤＧｓ（Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎ

ｔ Ｇｏａｌｓ）※１」が制定され、世界各国で様々な取り組みがなされている。 

本論文では、ＳＤＧｓの目標の一つである「１４．海の豊かさを守ろう」に着目

し、持続可能な社会が求められる世界的潮流の中で、油脂産業でしか成しえない技術

や資源を活用することにより、オンリーワンの海洋生分解性材料「ＳＭＡＰ」を創製

すると共に、それを実現するための海洋保全モデル「ＳＭＡＲＴ」を提唱する。 
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第１章  海とプラスチック 

 

１－１ プラスチックのジレンマ 

国際的な研究組織「持続可能な開発ソリューション・ネットワーク（ＳＤＳＮ）※２」

は、世界各国のＳＤＧｓの達成度を評価している（図１）１）。本評価において、世界

および日本は共通して「１４．海の豊かさを守ろう」が最低評価の「深刻な課題があ

る」に位置付けられており、その原因の一つとして海洋プラスチックの問題が挙げら

れる。プラスチックは安価で加工しやすいことから非常に便利な素材であり、我々の

生活に欠かせないものとなっている。しかしながら、ペットボトルやレジ袋のポイ捨

て等、適切に廃棄されずに海洋へ流出したプラスチックは、環境および経済に多大な

悪影響を与えており、年々その深刻さが増している。特に、経済発展の目覚ましいア

ジア新興国からの海洋プラスチックの流出量が多く、全体の６割以上を占めると試算

されている(図２)。我が国は島国であり、近隣諸国から流出した海洋プラスチックが

日本海や太平洋の海流に乗って流れ着くため、この問題は決して他人事ではない２）。 

 

 

図１．ＳＤＧｓ達成に向けた現況（世界と日本） 
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図２．海洋へのプラスチック流出量の上位１０カ国と日本 

 

１－２ 海洋プラスチックの悪影響 

ここで、海洋プラスチックの影響に目を向けてみよう（図３）。海洋プラスチックは

分解されにくく、長い間海を漂うため、ウミガメ等の海洋生物がポリ袋を誤食したり、

漁網に絡まったりすることで、その命が脅かされている。すなわち、我々人間は知ら

ず知らずのうちに大規模で残酷な動物虐待をしていると言っても過言ではない。 

また、海洋プラスチックは紫外線による劣化や波の作用で破砕されると、マイクロ

プラスチックと呼ばれる直径５ｍｍ以下の微小なプラスチックとなる。これを海洋生

物が摂取した場合、その後の食物連鎖であらゆる生物の体内にプラスチックが取り込

まれる。人間も例外ではなく、１週間にクレジットカード１枚分に相当する５ｇもの

プラスチックを摂取している可能性がある３）。また、血管内にたまった微小なプラス

チック粒子が、心臓発作（心筋梗塞）、脳卒中による死亡のリスクの高さに関連すると

いった研究結果も発表されている４）。 

更に人間の生活圏にある海洋プラスチックは景観を著しく悪化させたり、漁場を汚

染したりすることで、産業に経済損失をもたらしている。例えば、アジア太平洋地域

の年間損失は観光業で６．２億ドル、漁業・養殖業では３．６億ドルになると推定さ

れている５）。 
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図３．海洋プラスチックの様々な影響 

 

すでに大きな問題となっている海洋プラスチックであるが、今後更に蓄積すると言

われており、２０５０年にはその量が魚の重量を超える約９億ｔにもなるという驚き

の推計がなされている５）。 

 

１－３ 海洋プラスチックへの現状の取り組み 

昨今、小売店のレジ袋の有料化や、カフェチェーンにおける紙製ストローの採用等、

我々の生活の中で脱プラスチックの取り組みを実感する機会が増えている。これらは

リデュース（削減）、リユース（再利用）、リサイクル（再資源化）にリニューアブル

（再生可能資源への切り替え）を加えた３Ｒ＋Ｒｅｎｅｗａｂｌｅを基本原則とする

「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」※３に基づいた施策であり、こ

れと同様の取り組みが世界各国で行われている６）。 

環境省は海洋プラスチックへの対策として具体的なアクションプランを提示してお

り７）（図４）、①廃棄物処理制度等による回収・適正処理の徹底や②ポイ捨て・不法投

棄、非意図的な海洋流出の防止等、第一に海洋へプラスチックの流出をさせない取り

組みに次いで、③陸域での散乱ごみの回収、④海洋に流出したごみの回収等、流出し

たプラスチックを回収する取り組みが推進されている。加えて、海洋へのプラスチッ
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クの流出を直ちにゼロにすることは現実的には困難であるため、⑤代替素材の開発・

転換等のイノベーションに向けた取り組みが積極的になされている。 

 

 

図４．環境省の掲げる海洋プラスチックごみ対策アクションプラン 

 

１－４ 解決策としての海洋生分解性プラスチック 

先述の「代替素材の開発・転換等のイノベーション」の一つとして、海洋生分解性プラ

スチックの開発が進んでいる。 

ここで海洋生分解性プラスチックと現行のプラスチックを整理する。プラスチックの種

類は生分解性の有無と原料の由来によって４種に分類できる（図５）。生分解性プラスチッ

クとは、環境中の微生物等によって分解されて最終的に水や二酸化炭素になるプラスチッ

クであり、環境中に蓄積されない。また、バイオマス由来のプラスチックは温室効果ガス

の排出と吸収の収支を実質ゼロと見なせることからカーボンニュートラル※４な材料であ

り、環境負荷低減に貢献する。その中で、海洋生分解性バイオマスプラスチック（Ｍａｒ

ｉｎｅ－Ｂｉｏｄｅｇｒａｄａｂｌｅ Ｂｉｏｍａｓｓ Ｐｌａｓｔｉｃｓ、以下、ＭＢ

ＢＰ）は、海洋中で分解されることから、先述した海洋プラスチックの蓄積や、マイクロ

プラスチックの問題を解決できるカーボンニュートラルな素材として期待されている。 

しかし、ＭＢＢＰとして機能するプラスチックは限られている。それは微生物の数

が豊富な土壌と比較して、海洋では微生物の数が少なく、土壌では速い速度で生分解

する素材であったとしても、海洋では非常に遅い速度で分解するか、ほとんど分解し

ないためである８）９）。 
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現在、ＭＢＢＰとして実用化されているものにはポリヒドロキシアルカン酸（以下、

ＰＨＡ※５）が挙げられ、株式会社カネカやアメリカのＮｅｗｌｉｇｈｔ Ｔｅｃｈｎｏ

ｌｏｇｉｅｓ社が製品化している１０）。また、それらのＰＨＡを成形した日用品も実用化

されている(図６)。しかし、その生産量は国内外を合わせても年間約４万ｔであり、４

億ｔを超えるとされる全プラスチック材料の０．０１％にも満たない１１）。また、価格に

関してもポリエチレンやポリエチレンテレフタレートといった汎用のプラスチックが

約１５０～２００円／ｋｇであるのに対し、約３６０円／ｋｇと高価である１２）１３）１４）。 

 

 

図５．プラスチック材料の分類 

 

 

図６．ＭＢＢＰの実用化例 

 

このような要因から、ＭＢＢＰは海洋保全に貢献する素材として期待されているも

のの、その普及は未だに限定的である。そのため、我々の生活で使用されるプラスチ

ック材料はポリエチレンやポリエチレンテレフタレート等の非生分解性プラスチック

が依然として主流であり、更なるＭＢＢＰの開発が望まれている。 
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第２章 油脂産業の現況 

 

２－１ ＢＤＦの概説 

油脂産業は様々な事業を通じて、持続可能な社会づくりに貢献しており、その事例

の一つにバイオディーゼル燃料（以下、ＢＤＦ※６）が挙げられる（図７）。なお、ＢＤ

Ｆには複数の種類があるが、その中でも脂肪酸メチルエステル（以下、ＦＡＭＥ※７）

は「第一世代バイオディーゼル」と呼ばれ、現時点で主要なＢＤＦとして使用されて

いる。本論文で言及する「ＢＤＦ」は、基本的に「ＦＡＭＥ」を指す。 

 

 

図７．ＢＤＦの製造から使用までの流れ 

 

ＢＤＦは植物油を主な原料とするカーボンニュートラルな燃料であることから、世

界的に需要が増加している。特に生産量が世界トップのインドネシアでは、軽油に３

０％のＢＤＦを混合した燃料であるＢ３０の義務化によって国内消費が大きく伸びた

ため、その生産量は２０１８年から２０２３年にかけて約２倍以上となっている１５）。 

 

２－２ ＢＤＦの課題 

ＢＤＦはカーボンニュートラルであることから需要が堅調に推移しているものの、

解決すべき課題も残されており、その一つに廃グリセリンの有効活用が挙げられる。
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ＢＤＦは、油脂（トリグリセライド※８）とメタノールを原料とするエステル交換反応

※９を行い、副生物と分離することで製造される（図８）。この副生物がいわゆる廃グリ

セリンと呼ばれるものであり、ＢＤＦに対して約２０％生成する。この副生物は約半

分がグリセリンであり、その他に脂肪酸石鹸等を含む。これを純粋なグリセリンとし

て使用するには、精製して不要物を除去するためのコストを要することや、グリセリ

ンの供給が潤沢であることも相まって、その活用は進んでいない。全世界のＢＤＦ生

産量から推定される廃グリセリンの量は約８００万ｔ１５）と試算されるが、これらの

多くは産業廃棄物として焼却処分されているのが実情である１６）。 

 

 

図８．ＦＡＭＥの合成スキーム 

 

またＢＤＦに付随する問題としてパーム廃材が挙げられる。油脂産業を代表するパー

ム油は、食用や化粧品等、我々の身近な製品に使用されており、その生産量は年々増え

続け、２０２３年には対２０１０年比で約２倍となっている１４）。パーム油は、ＢＤＦ

の原料として最も多く使用される植物油であり、今後も変わらず利用され続けることが

予想されている（図９）。しかし、アブラヤシの果実からパーム油を得た後、その残渣

や他の部位は未利用で農園内に放置されている（図１０）。これらが腐敗することでメ

タンガスを含む温室効果ガスを放出したり、ガノデルマ病※１０等のパーム真菌症が発生

したりする。これがいわゆるパーム廃材として問題になっており、特にインドネシアは、

パーム油の生産量が世界トップであるため、その問題は深刻さを増している１７）。 
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図９．原料油種ごとのＢＤＦ生産量推移 

 

 

図１０．パーム油産業における廃材の発生経路 

 

 以上のことから、油脂産業はＢＤＦの原料であるパーム油の生産を通じて、カーボンニ

ュートラルの観点において持続可能な社会に貢献している一方で、大量の廃グリセリンや

パーム廃材を発生させてしまっている。しかし、見方を変えれば、これらの廃材は油脂産

業でしか確保できない、豊富な未利用資源と捉えることもできる。そこで、筆者はこれら

の有効活用を検討し、先述の海洋プラスチック問題への応用を考案した。すなわち、廃グ

リセリンとパーム廃材を原料としたＭＢＢＰの創製と海洋保全モデルの構築である。 
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第３章 海洋保全モデル「ＳＭＡＲＴ」 

 

３－１ 廃材を活用した海洋生分解性バイオマスプラスチックの製法 

 筆者は海洋の持続的な保全に貢献する技術として、Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｍａ

ｒｉｎｅ－ｃｏｎｓｅｒｖａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ、「ＳＭＡＲＴ」を考案

した（図１１）。「ＳＭＡＲＴ」はＢＤＦ製造時の廃グリセリンとパーム廃材を活用す

ることによって海洋生分解性プラスチック素材を製造する一連の技術を指し、以降で

はその詳細について述べる。 

 

 

図１１.「ＳＭＡＲＴ」の概要 

 

 初めに、廃グリセリンを有効活用すべく、グリセリンを金属触媒※１１存在下で水素

と反応させてプロピレンを得る技術に着目した１８）。これにより、ＢＤＦ製造時に生

じる廃グリセリンからプロピレンを得ることができる（図１２）。次に、２０２４年

に東京大学から発表された最新の技術により、プロピレンを一酸化炭素と共重合させ

ることでポリケトン（ＰＫ）を得て、更にそのケトン基を酸化反応によりエステル基

へと変換することでポリケトンエステル（ＰＫＥ）※１２を合成する１９）。このＰＫＥ

はエステル部位に起因する海洋生分解性を示すことが実証されており、バイオマス由

来のグリセリンを原料とする新たなＭＢＢＰとして、海洋プラスチック問題への貢献

が期待できる２０）。 
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図１２．グリセリンからＰＫＥを合成するスキーム 

 

しかし、この実現には「ＢＤＦ製造時における廃グリセリンの純度向上」と「ＰＫ

からＰＫＥへの酸化反応の制御」という二つの技術的課題が存在する。前者について

は、先述のとおり、廃グリセリンにはグリセリンの他にも脂肪酸石鹸等の副生物が含

まれており、除去の際にコストアップや収量低下につながる。後者については、ＰＫ

Ｅの海洋生分解性部位であるエステル部位を増加させるために、酸化反応を促進させ

ようとすると、同時にＰＫＥが分解する副反応が生じる１９）。これらの課題に対し、筆

者はフロー法という新プロセスの導入による解決を考案した。 

 

３－２ 油脂産業へのフロー法の導入 

 反応方法として一般的なバッチ法は、従来の密閉された反応容器中で反応物を一定

の温度で一定時間混合する製法である。一方、今回導入を考案したフロー法は、反応

物を反応容器に連続的に流し、同時に生成物を収集する製法である（図１３）。フロー

法のメリットはいくつかあるが、その中でも今回は、「触媒の固定化が可能な点」と「反

応制御性に優れる点」に着目した２１）。 
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図１３．バッチ法とフロー法の比較 

  

初めに、「ＢＤＦ製造時における廃グリセリンの純度向上」という課題に貢献しうる

新技術として、ＢＤＦ製造時に利用可能な固体酸触媒※１３と、これを固定化したフロ

ー法の適用を提案する２２）。この方法では、原料の植物油とメタノールが触媒固定相に

供給されることで反応が進行するため、触媒および触媒由来の副生物が生成物へ持ち

込まれず、生成物としてＢＤＦとグリセリンのみが得られる（図１４）。そのため、バ

ッチ法では精製が必要になるが、フロー法ではその精製工程を省略でき、ＢＤＦと高

純度なグリセリンが連続的に得られるようになる。 

 

 

図１４．フロー法のメリット①：触媒の固定化 

 

次に「ＰＫからＰＫＥへの酸化反応の制御」という課題について、ＰＫからＰＫＥ

を得る工程にもフロー法を適用する（図１５）。従来のバッチ法においては、ＰＫＥの

エステル部位を増加させるために、酸化反応を促進させようとすると、同時にＰＫＥ
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が分解する副反応を生じ、目的物のみを得ることが困難であることが示唆されている

１９）。一方、本反応にフロー法を適用した場合、ＰＫが酸化反応後にただちに系外へ排

出され、反応が停止するため、ＰＫＥの経時による副反応の進行が抑制される。つま

り、ＰＫＥのエステル部位の増加と、分解物の抑制の両立が可能となり、従来のＭＢ

ＢＰと同等の性能を示すＰＫＥが生成可能となる１９）２０）。なお、フロー法によるポリ

マーの製造はポリプロピレンなどで既に普及している技術であるため、これらを応用

することでグリセリンを出発原料としてＰＫＥを得るまでの全ての工程にフロー法を

応用可能と考える２３）。 

 

 

図１５．フロー法のメリット②：反応の制御 

 

上記の通り、ＢＤＦの製造工程、およびＰＫＥの製造工程にそれぞれフロー法を適

用することで、廃グリセリンを活用したＭＢＢＰの創製が可能となる（図１６）。 

 

 

図１６．フロー法のメリット：まとめ 

 

さらに、筆者はパーム油産業における廃材の問題解決を図るとともに、ＭＢＢＰを

実装する施策を考案した。 
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３－３ 「ＳＭＡＰ」の創製 

 これまで述べてきたＰＫＥをポリエチレン等の汎用的なプラスチックの代替材料と

して広く普及させるには、その物性についても改良の余地があると言える。例えば、

今回製造するＰＫＥと類似の構造を持つＰＨＡではその脆さ、すなわち弾性率の低さ

が問題になることがある２４）。 

プラスチックの弾性率向上は多様な分野で検討されており、その有効策の一つとし

てフィラー（充填剤）※１４とプラスチックのコンパウンド※１５化技術がある。そこで、

ＰＫＥにフィラーを添加するコンパウンド化の検討を行った。ＰＫＥに配合するフィ

ラーは、バイオマスかつ海洋流出しても悪影響がなく、加えて安定した品質で大量に

供給できるものでなくてはならない。この条件を満たすフィラーの一つとして、木材

由来のセルロース繊維が挙げられ、樹脂に対して１０～１５０％添加することで引張

弾性率を最大で約４倍向上させることが報告されている２４）２５）。 

そこで、筆者は油脂産業の中核をなすパーム油産業の廃棄物であるＥＭＰＴＹ Ｆ

ＲＵＩＴＳ ＢＵＮＣＨ（以下、ＥＦＢ）を、ＰＫＥに添加するフィラーとして提案

する。ＥＦＢはパーム椰子房から果実を取り出した後の残渣物であり、年間３,０００

万ｔも発生し、そのほとんどが不適切に廃棄されることで温室効果ガスを排出する等

の問題が生じている。ＥＦＢを有効活用する数少ない事例として、ペレット化したＥ

ＦＢ（以下、ＥＦＢペレット）の固形燃料としての利用が挙げられ、火力発電利用の

実証試験が２０２３年より始まっている１７）。筆者はこのＥＦＢペレットに目を付け

た。 

ＥＦＢペレットは、燃料としてペレット化される前に、洗浄、乾燥されて清浄化さ

れ、また燃焼を促進させるために細断されるため、これをフィラーへ応用することが

可能であると考える（図１７）。そしてＥＦＢの主成分は木材と同様にセルロースであ

り、海洋での分解も進行することから、ＰＫＥとのコンパウンドについても海洋生分

解を示す２６）。 

以降、このコンパウンドを持続可能な海洋保全に貢献する世界に一つだけのプラス

チックとして、Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｍａｒｉｎｅ Ａｌｔａｒｎａｔｅ Ｐｌ

ａｓｔｉｃ、「ＳＭＡＰ」と呼称する。 
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図１７．「ＳＭＡＰ」の製造工程 

 

３－４ 「ＳＭＡＲＴ」の全容 

これまでに述べた筆者が思い描く新しい油脂産業の形を整理すると次のとおりであ

る（図１８）。既存の油脂産業であるＢＤＦの製造に対し、３－１で述べた「ＭＢＢＰ

の新製法」と３－２で述べた「フロー法」という技術を新たに導入することで、植物

油を原料にして、ＢＤＦと併せてＰＫＥの製造が可能になる。更に、３－３で述べた

ように、ＰＫＥにパーム油産業の廃棄物であるＥＦＢをフィラーとして配合した「Ｓ

ＭＡＰ」が、海洋プラスチック問題の解決に対して大きく貢献する。 

  

 

図１８．「ＳＭＡＲＴ」のモデル図 
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第４章 海洋保全モデル「ＳＭＡＲＴ」の検証と評価 

 

４－１ プロセスと物質収支 

筆者は「ＳＭＡＲＴ」で使用される原料についても、バイオマス、あるいは環境に

配慮した材料を適用することで、この技術そのものを持続可能なものとすることが可

能であると考える。ここでは副原料を含めた「ＳＭＡＲＴ」の詳細なプロセスを説明

する（図１９）。初めに、植物油とメタノールからＢＤＦとグリセリンを製造する（図

１９①）。次に、グリセリンと水素からプロピレンを生成し、一酸化炭素との反応によ

ってＰＫを得る（図１９②）。更にＰＫと過酸化水素からＰＫＥを製造する（図１９③）。

各工程において、触媒や溶媒を用いるが、これらはフロー法の特徴を最大限に活かし、

固定化、あるいは繰り返し循環して使用することを想定する。従って、純粋な原料と

して植物油の他に消費されるものとしては、メタノール、水素、一酸化炭素、過酸化

水素が挙げられる。前述のとおり、筆者はこれらについても可能な限り、環境に配慮

した原料を選定した。水素と酸素については海水の電気分解から得ることを考案した

２７）（図１９④）。また、メタノール（図１９⑤）、一酸化炭素（図１９⑥）については、

上記の水素とプロセス上発生する二酸化炭素を利用する環境に配慮した製法が２８）２９）、

過酸化水素（図１９⑦）については電気分解で得られた水素と酸素を有効活用する製

法が、それぞれ実証されている３０）。 

 「ＳＭＡＲＴ」においては、このような技術の集結により、植物油と海水のみを主

原料としてＢＤＦと「ＳＭＡＰ」の同時製造が可能である。更に、フィラーとして活

用するＥＦＢについては、パーム油生産国であるインドネシアやマレーシアから容易

かつ安価に入手可能であり、これを洗浄、乾燥した後に、細断しフィラー化したもの

を、ＰＫＥとコンパウンド化することで、「ＳＭＡＰ」を得ることができる（図１９⑧）。 

 化学量論比に基づき、それぞれの原料の必要量（物質収支）を算出すると以下のと

おりである。植物油１，０００ｋｇを原料としてＢＤＦを１，００５ｋｇ製造可能で

あり、副生する１０９ｋｇのグリセリンからは１０２ｋｇのＰＫＥが得られる。この

際、上述した植物油以外の原料はそれぞれ、メタノールが１１４ｋｇ、水素が５ｋｇ、

一酸化炭素が３３ｋｇ、過酸化水素が４０ｋｇ消費されるが、これらは２８４ｋｇの

海水にて賄うことが可能である。 
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図１９．「ＳＭＡＲＴ」の物質収支 

 

次に、筆者は本プロセスを基にした新規油脂産業を提案するにあたり、その経済性

の評価を行う。 

 

４－２ 適用地と経済性評価 

 筆者は「ＳＭＡＲＴ」が最大限の効果を発揮する適用地としてインドネシアを選定

した。インドネシアと言えば、世界有数の観光地であるバリ島をはじめとして、美し

いビーチリゾートを多数有している。しかしながら、年間で４８～１２９万ｔもの海

洋プラスチックを流出しており（図２）、美しい砂浜に大量の海洋プラスチックが漂着

し、景観が損なわれている。 

インドネシアはパーム油の生産量が世界一であることから、原料であるパーム油お

よびＥＦＢの入手が容易である１５）。また、政策としてＢＤＦの増産や海洋プラスチッ

クの削減にも取り組んでいることから、本プロセスを導入しやすく、既存のパーム油

産業やＢＤＦメーカーとの協業も期待できる３１）３２）。従って、インドネシアは資源確
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保や社会情勢の観点から本プロセスとの親和性が高く、「ＳＭＡＲＴ」導入のモデルケ

ースとして最適であると考えた。 

 ここからは、実際に筆者が考案した「ＳＭＡＲＴ」をインドネシアのＢＤＦメーカ

ーに提案し、同地で事業化することを仮定した際の経済性について検証を行う。 

インドネシアにおいては２０２３年時点で年間約１，１００万ｔのＢＤＦが製造さ

れているが、再生可能エネルギーの開発に注力する同地においては、毎年約１００万

ｔずつその生産量が増加している。そこで、この約１００万ｔのＢＤＦの増産に対し

て、「ＳＭＡＲＴ」を適応した際の経済性を試算した（図２０）。 

その際、先の計算を基に、年間１００万ｔのパーム油を原料として１００万ｔのＢ

ＤＦと２０万ｔのＳＭＡＰを製造するプラント、および海水を年間２８万ｔ処理し

て、水素と酸素を製造する設備が必要になる。プラントの建設費用としては、植物油

からＢＤＦを製造する設備に約１,０４６億円、グリセリンからＰＫを介してＰＫＥ

を製造する設備に２００億円、ＰＫＥをＥＦＢとコンパウンド化して「ＳＭＡＰ」と

する設備に１５０億円、海水を分解して水素と酸素を製造する設備に２，４００億

円、それぞれ投資が必要となる。以上より、プラントの建設費用は３,７９６億円と

なり、減価償却を１０年で行うと仮定すると、年間３８０億円が費用として計上され

る。また、原料である１００万ｔのパーム油に１,４８０億円、ＥＦＢの回収費用に

８億円を要し、更に、人件費に９億円、プラントの稼働に必要なユーティリティに１

７４億円を要する見込みである。 

以上の試算より、年間に１００万ｔのＢＤＦと２０万ｔのＳＭＡＰを製造するのに

要する費用として、２,０５１億円が必要となる。 

上記の費用を基に、ＢＤＦを１７０円／ｋｇ、ＳＭＡＰを２００円／ｋｇで販売す

ることで、２,１００億円の売り上げが得られ、４９億円の営業利益を得ることが可能

であり、経済性と環境保全を兼ね備えた事業になり得ると言える。 
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図２０.「ＳＭＡＲＴ」の収支 
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４－３ 海洋保全への効果 

最後に、「ＳＭＡＲＴ」の海洋保全に対する効果について論述する（図２１）。筆者

は、海洋プラスチックの排出量が多い新興国において、「ＳＭＡＰ」を汎用プラスチ

ックの代替材料として、カトラリーや食品容器といった身近な消耗品へ展開すること

を想定する。そうすることで、プラスチックごみの回収システムが途上段階である新

興国において、海洋プラスチックの問題に貢献できる。例えば、先ほど「ＳＭＡＲ

Ｔ」の適応地として選定したインドネシアは、海洋プラスチックの流出量が世界で２

番目に多いことから、それを「ＳＭＡＰ」に代替することで海洋保全に一定の効果を

及ぼすといえる２）。 

更に、カトラリーや食品容器の他にも、刺し網等の漁具へ「ＳＭＡＰ」を適用する

ことができれば、海洋プラスチックの問題解決へ大きく貢献できると考える。これは

海洋プラスチックの約４割もの量が漁具であるとされており、実際に漁具の原料を生

分解性プラスチックへ代替する検討も行われていることからも見て取れる３３）３４）。

しかし、カトラリー等の日用品と比べて、漁具には水流等に耐える相応の強度が必要

であることから、強度の高いナイロン樹脂等が利用されており、その代替のハードル

は高いと言える。そのような中、先述したＥＦＢ等のバイオマスフィラーに関する研

究は現在も多くなされており、特にセルロースナノファイバーはプラスチックの強度

を上げるための有力な技術となる３５）。また、プラスチックとフィラーを適切に混合

するための相溶化剤についても油脂産業の中核をなすステアリン酸等の適応が検討さ

れており、これらの材料を活用することで強度を向上できる報告もある２４）。つま

り、これら技術の発展によって「ＳＭＡＰ」を漁具に対しても適応することは十分に

可能と考える。 
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図２１．「ＳＭＡＲＴ」による持続可能な社会づくりへの貢献 

 

 さらに、「ＳＭＡＰ」の生産量は本論文で論述した以上のポテンシャルを秘めている。

「ＳＭＡＲＴ」は、ＢＤＦを製造している、あるいはこれから着手しようとしている

国々や企業に対して広く提案可能な技術である。なぜならば、原料となる植物油は必

ずしもパーム油である必要はなく、例えば、菜種油や大豆油、更には廃食用油等を回

収したものを用いても問題ないためである。また、フィラーとしてはＥＦＢのみなら

ず、もみ殻等のその他油糧作物から発生する廃棄物についても検討されているため、

それらも「ＳＭＡＲＴ」に適応可能である３６）。世界におけるＢＤＦ（ＦＡＭＥ）の生

産量は２０２１年時点で４,０００万ｔを上回っており、更にその生産量は堅調に推

移していることから、「ＳＭＡＲＴ」による「ＳＭＡＰ」の生産についても、年間約８

００万ｔ以上のポテンシャルがあると言える３７）。本技術がさらに発展すれば、現行で

流通している全てのプラスチックを「ＳＭＡＰ」に置き換えることも夢ではないと考

える。 
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おわりに 

「環境に優しい大会にするか、それとも、そもそもパリでは開催しないか」。オリン

ピック誘致の際に、パリのイダルゴ市長が述べた言葉である。２０２４年７月から開

催されたパリオリンピックは、最も環境負荷の少ないオリンピックとして注目された。

その一環として使い捨てプラスチックの持ち込みが禁止される史上初の試みとなり、

全世界に対するプラスチック問題の大規模な啓蒙活動となったであろう。 

国連環境計画は各国が既存の技術を使用し、主要な政策変更を行うことで２０４０

年までにプラスチック汚染を８０％削減できると報告していることから、世界中が注

目したパリオリンピックを契機として各国の意識改革が起き、それを実現することで

「１４．海の豊かさを守ろう」、ひいてはＳＤＧｓが達成されることを期待する。そし

て、２０４０年のオリンピック開催時には、世界に一つだけの海洋生分解性プラスチ

ック「ＳＭＡＰ」と、それを実現する「ＳＭＡＲＴ」が革新技術ではなく、世界の常

識へと進展し、持続可能な社会づくりに貢献できれば本望である。 
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注釈･略語 
※１【ＳＤＧｓ】Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｇｏａｌｓの

略｡２０３０年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標で、１７のゴール・

１６９のターゲットから構成されている｡ 

※２【ＳＤＳＮ】Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｓｏｌｕｔｉ

ｏｎｓ Ｎｅｔｗｏｒｋの略｡持続可能な社会を実現するためのグローバルネットワ

ークで､ＳＤＧｓやサスティナビリティの課題に取り組む多様なステークホルダーと

協働することを目的にしている｡ 

※３【プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律】プラスチック使用製品の

設計からプラスチック使用製品廃棄物の処理まで、プラスチックのライフサイクルに

関わるあらゆる主体におけるプラスチックの資源循環の取組を促進するための措置を

盛り込んだ法律であり、令和３年６月成立した。 

※４【カーボンニュートラル】温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させることを指

す｡具体的には､ＣＯ２の排出量と吸収量をプラス・マイナスでゼロにし､大気中のＣ

Ｏ２の全体量を増減させない取り組みが挙げられる｡ 

※５【ＰＨＡ】Ｐｏｌｙ Ｈｙｄｒｏｘｙ Ａｌｋａｎｏｉｃ ａｃｉｄ の略。微生物

が体内に蓄積するバイオプラスチックの一種で、高い生分解性を示す。 

※６【ＢＤＦ】Ｂｉｏ Ｄｉｅｓｅｌ Ｆｕｅｌの略語｡植物油を原料とする軽油代替

燃料であることから､前述のカーボンニュートラルへの貢献が可能である｡ 

※７【ＦＡＭＥ】Ｆａｔｔｙ Ａｃｉｄ Ｍｅｔｈｙｌ Ｅｓｔｅｒの略｡最も主流なＢ

ＤＦであり､植物油とメタノールを後述のエステル交換反応することによって得られ

る｡ 

※８【トリグリセライド】植物油の主成分であり､３分子の脂肪酸が１分子のグリセ

リンとエステル結合した構造をとる物質である｡ 

※９【エステル交換反応】トリグリセライドとメタノールを触媒によって反応させる

ことで､ＦＡＭＥとグリセリンへと交換させる化学反応｡この際､グリセリンは純分と

してトリグリセライドの約１０％発生する｡しかし､実際には触媒や不純物を含むこと

から､そのままの状態でグリセリンとして使用することは困難である｡ 

※１０【ガノデルマ病】ガノデルマ属糸状菌がアブラヤシに感染すると、樹の水分伝



 
 

24 
 

達機能が阻害され、実の収量が低下し、やがて枯死してしまう。 

※１１【金属触媒】鉄､白金､銅等の遷移金属およびその酸化物から成る触媒｡本論文

においては､グリセリンが水素と反応し、水とプロピレンを生成する際の触媒として

用いる｡ 

※１２【ＰＫＥ】Ｐｏｌｙ Ｋｅｔｏｎｅ Ｅｓｔｅｒの略｡従来のＭＢＢＰであるＰ

ＨＡと類似の構造を有しており､海洋での生分解性が確認されている｡ 

※１３【固体酸触媒】メタフェノールスルホン酸とホルムアルデヒドから成るポリフ

ェノールスルホン酸樹脂触媒のことを指す｡この高分子酸触媒は水にも油にも溶けず､

エステル交換反応の触媒として長期にわたって利用可能であり､かつ得られたＦＡＭ

Ｅやグリセリンの中に触媒由来の不純物が含有されない｡ 

※１４【フィラー】プラスチック材料に混ぜて性能や加工性を向上させる充填剤｡ 

※１５【コンパウンド化】プラスチック材料に顔料や添加剤などを混ぜ合わせて新し

い外観や機能を持つように加工すること｡ 
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